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南部箕蚊屋広域連合
平成28年度決算概要

平成 29年８月 22日の南部箕蚊屋
広域連合議会定例議会で承認され
ました。
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　歳入は４億 9,613 万円、歳出は４億 9,063 万円となり、昨年
度と比べ、歳入は 65万円（0.1％）の増加、歳出は 242万円（0.5％）
の減少となりました。歳入決算額から歳出決算額を差し引いた
550万円を翌年度に繰り越しました。

　歳出の主なものは介護保険特別会計への給付費等繰出金、介護保険システム及び機器等の保守委託料、町
村派遣職員給与等負担金です。

　歳入は 28 億 7,910 万円、歳出は 27 億 6,549 万円となり、
昨年度と比べ、歳入は9,121万円（3.3％）の増加、歳出は1,752

万円（0.6％）減少しました。歳入決算額から歳出決算額を差し引いた１億1,361万円を翌年度に繰り越しました。
　歳入では、65歳以上の被保険者が増加したことにより介護保険料が増加しました。また、給付費に係る公費
負担のうち、支払基金交付金、県支出金、繰入金が増加となりました。
　歳出の主なものである保険給付費は、要介護認定を受けた方が介護保険サービスを利用されたときの費用、
低所得者の入所サービスの食費等の負担を軽減するための費用などです。

介護保険事業特別会計決算

一般会計決算
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介護保険はみんなで支えあう制度です

　介護保険は、40歳以上の人が被保険者となり保険料を納め、介護が必要になっ
たときにサービスを利用する制度ですので、手続きをしなくても自動的に介護保険
に入ることになります。介護保険は、国や市町村からの公費と、みなさんが納める
保険料が財源となっています。
　65歳以上の人の介護保険料は、広域連合全体で介護保険サービスの利用にかか
る費用などから算出された「基準額」をもとに、本人と世帯の課税状況や所得に応じて段階的に決められます。

平成 29年度介護保険料（年額）
段　　階 対　　　象　　　者 計算方法 保険料額（年額）

第１段階
生活保護受給者・町村民税世帯非課税で老齢福祉年金受
給者、町村民税世帯非課税で公的年金収入+合計所得金
額が 80万円以下の人

基準額× 0.45 29,300 円

第２段階 町村民税世帯非課税で公的年金収入 +合計所得金額が
80万円を超え 120万円以下の人 基準額× 0.75 48,700 円

第３段階 町村民税世帯非課税で公的年金収入 +合計所得金額が
120万円を超える人 基準額× 0.75 48,700 円

第４段階 町村民税世帯課税、本人非課税で公的年金収入＋合計所
得金額が 80万円以下の人 基準額× 0.9 58,500 円

第５段階 町村民税世帯課税、本人非課税で公的年金収入＋合計所
得金額が 80万円を超える人 基準額 65,000 円

第６段階 町村民税本人課税で、合計所得金額が 120万円未満の人 基準額× 1.2 78,000 円

第７段階 町村民税本人課税で、合計所得金額が 120万円以上 190
万円未満の人 基準額× 1.3 84,500 円

第８段階 町村民税本人課税で、合計所得金額が 190万円以上 290
万円未満の人 基準額× 1.5 97,500 円

第９段階 町村民税本人課税で、合計所得金額が 290万円以上 490
万円未満の人 基準額× 1.7 110,500 円

第10段階 町村民税本人課税で、合計所得金額が 490万円以上の人 基準額× 1.8 117,000 円

※合計所得金額について
　これまで、土地や建物の売却による長期譲渡所得、短期譲渡所得について特別控除は認められていませんでしたが、
平成 29 年度分から控除が適用されます。

65 歳になられた方の介護保険料
　介護保険料は、40～ 64歳までは加入している健康保険と一緒に徴収されていましたが、65歳になられ
てからは広域連合に納めていただくことになります。
　65歳になられてすぐには特別徴収（年金からの天引き）にはなりません。特別徴収開始までは、納付書
にて納付をお願いいたします。
　４、５、６月に 65歳になられた人は７月に、７月から３月に 65歳になられた人はその翌月に広域連合
から納付書を送りますので、期限内に金融機関で納めてください。
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シリーズ
地域包括支援センター

だより

認知症初期集中支援チーム
平成29年 10月から活動開始 ! !
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認知症は早期発見・早期対応が大切です!!
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高額介護サービス費の基準が変わります
　高齢化が進み介護費用や保険料が増大する中、サービスを利用している方と利用していない方との公平や、負担能
力に応じた負担をお願いする観点から、平成29年８月から高額介護サービス費の基準が下の表のとおりに変わります。

※（世帯）とは、住民基本台帳上の世帯員で、
介護サービスを利用した方全員の負担の
上限額を指し、（個人）とは、介護サービ
スを利用したご本人の負担の上限額を指
します。

　ただし、同じ世帯のすべての65歳以上の利用者負担割合が１割の世帯は、年間446,400円（37,200円×12ヵ月）
の上限が設けられ、年間を通しての負担額が増えないようにされています。（３年間の時限措置）

■利用者負担割合１割の方は、下記の２割負担となる方以外の方です。
２割負担となる方は、次の①から④の全てに該当する方です。
① 65歳以上の方
②町村民税を課税されている方
③ご本人の合計所得金額が 160万円以上の方（年金収入のみの場合、年収 280万円以上）
④同じ世帯の 65歳以上の方の「年金収入とその他の合計所得金額」が１人で 280万円以上の方、65歳
　以上の方が２人以上の世帯で 346万円以上の方
全てに該当されない方は、１割負担です。
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介護相談員を募集します！
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認知症の初期症状をチェックしてみましょう

◯南部箕蚊屋広域連合議会の議員構成が変わりました。

伯耆町および日吉津村議会議員の改選によって、議員構成が以下のとおりとなりました。

南 部 町 景山　浩 議員、秦　伊知郎 議員、真壁　容子 議員、細田　元教 議員

伯 耆 町 杉本　大介 議員、篠原　天 議員、乾　裕 議員、細田　栄 議員

日 吉 津 村 山路　有 議員、井藤　稔 議員

５月 18日の臨時議会で議長・副議長が就任されました。

議長　秦　伊知郎 議員（南部町選出）　　副議長　井藤　稔 議員（日吉津村選出）


